
（様式１）

北茨城市

平成25年３月末時点

（千円）

執行
年度

23
24

25

26

27

北茨城市東日本大震災
復興交付金基金残高 4,534,952

北茨城市東日本大震災
復興交付金基金の利息額 51

執行
年度

23
24
25
26
27

0
0 0

305,891

復興交付金事業計画　平成24年度進捗状況（契約状況）報告　総括表

契約済額
（国費相当額）

0
305,891

＜参考＞
茨城県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
北茨城市

0

4,775,313

0
0
0

交付額
(国費)

4,383,683

0

0
391,630

0

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

＜参考＞

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0 0合　計

合　計



平成25年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 43,704 0 -
25 2,008,949
26
27

累計 2,052,653 0 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 43,704 0 0

5 25 2,008,949 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 2,052,653 0 0

2,052,653 0 0

北茨城市 復興交付金事業計画　　平成24年度進捗状況（契約状況）報告

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、
漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

9 C － 7 ～ 27

事業実施主体の公募、決定（25年3月）

市
民間
団体

直接 継続 2,985,679 24－ 1 －

水産業共同利
用施設整備事
業

大津地区

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

※平成23・24年度事業として歳出予算に計上され議決された額
（国費）は、0千円

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

（様式２C)

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計



平成25年３月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 16,500 16,458 42
25
26
27

累計 16,500 16,458 42
23
24 165,375 221,027 -
25 747,250
26
27

累計 912,625 221,027 0
23
24 48,125 24,111 -
25 661,500
26
27

累計 709,625 24,111 0
23
24 46,375 17,272 -
25 611,625
26
27

累計 658,000 17,272 0
23
24 27,281 9,434 -
25
26
27

累計 27,281 9,434 0
23
24 19,200 12,381 -
25 28,800
26
27

累計 48,000 12,381 0
23
24 8,000 5,208 2,792
25
26
27

累計 8,000 5,208 2,792

復興交付金事業計画　　平成24年度進捗状況（契約状況）報告北茨城市

防災集団移転
促進事業（事
業計画策定）

平潟地
区、大津
地区、磯
原地区

市 市 直接 継続 97,000 24

－ 2

津波ハザード
マップ策定事
業

市沿岸部
全域

～

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

1 D － 20 ～ 24

24年6月業務委託発注、業務開始、25年3月業務完了

2 D － 4 －

市 市 直接 完了 22,000 24－ －
都市防災総合
推進事業

平潟地
区、大津
地区、磯
原地区

25

市 市 直接 完了 10,000 24 ～

24年12月業務委託発注、25年3月業務完了

D － 20 － 1

D － 23 － 1 －

6 ◆ D

直接 継続 811,000 24 ～ 25－

災害公営住宅
整備事業（大
津地区）

大津地区 市 市

24年7月測量・造成設計発注、24年11月設計委託発注、24年12
月用地買収、25年1月造成工事発注、整備戸数39戸

3 D － 4 － 2

市 直接 継続 1,043,000 24 ～1 －

災害公営住宅
整備事業（平
潟地区）

平潟地区 市

24年7月測量・造成設計発注、24年10月設計委託発注、整備戸
数39戸

継続 752,000 24 ～ 25

24年8月設計委託発注、整備戸数32戸

災害公営住宅
整備事業（中
郷地区）

中郷地区 市 市 直接

7 ◆

4 D － 4 － 3 －

－ 20 － 1 － 1
避難施設防災
井戸整備事業

平潟小学
校、常北
中学校、
大津小学
校、市民
体育館、

市 市 直接 継続 60,000 24 ～ 25

24年11月試掘調査業務発注（2箇所）、25年1月試掘調査業務
委託発注（3箇所）

25

24年12月導入検討調査業務発注

5

（様式２D）



23
24 5,820 0 -
25
26
27

累計 5,820 0 0
23
24 11,250 0 -
25 204,000
26
27

累計 215,250 0 0
23
24
25 78,711
26
27

累計 78,711 0 0
23
24
25 2,121
26
27

累計 2,121 0 0
23
24
25 2,121
26
27

累計 2,121 0 0
23
24
25 1,741
26
27

累計 1,741 0 0
23
24
25 582
26
27

累計 582 0 0
23
24
25 582
26
27

累計 582 0 0

東日本大震災
特別家賃低減
事業

大津地区 市 市 直接 継続 93,130 25 ～ 2716 D － 6 － 2 －

3 －

27

13 D － 5 － 2 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

大津地区 市 市 直接 継続 582,179 25 ～ 27

27

15 D － 6 － 1 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

平潟地区 市 市 直接 継続 93,130 25 ～ 27

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

中郷地区 市 市 直接 継続 477,680 25

－ 2 － 1 － 1
市街地復興効
果促進事業

市 ～

事業内容を検討中

～ 27

12 D － 5 － 1 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

平潟地区 市 市 直接 継続 582,179 25 ～

10 D － 20 － 2 － 25

JR等関係機関と調整中
関南地区一時
避難場所（高
台公園）整備
事業

関南地区 市 市 直接

8 ★ F

継続 287,000 24 ～

11 D － 1 － 1 －
津波避難道路
整備事業

神岡下地
区

市 市 直接 継続

～14 D － 5 －

499,724 25



23
24
25 477
26
27

累計 477 0 0
23
24
25 29,624
26
27

累計 29,624 0 0
23
24
25 5,600
26
27

累計 5,600 0 0
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 347,926 305,891 2,834

5 25 2,374,734 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 2,722,660 305,891 2,834

2,722,660 305,891 2,834
※平成23・24年度事業として歳出予算に計上され議決された額
（国費）は、847,480千円

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、市
街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

19 ◆ D － 20 － 1 － 4

緊急情報メー
ル配信システ
ム整備事業

市全域 市 市 直接 継続 7,000 25 ～

備蓄倉庫整備
事業

磯原地区 市 市 直接 継続 37,030 25

直接 継続 76,409 25 ～ 27

～18 ◆ D － 20 － 1 － 3

17 D － 6 － 3 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

中郷地区 市 市

「継続/完了」欄には、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。


